
高等教育資格承認情報センター参事

土光 律子

高等教育資格承認情報センターの創設について

高等教育資格承認情報
センターの機能の紹介



目的
日本の高等教育資格の国際通用性の確保
諸外国との円滑な資格の承認に貢献すること

業務内容
（１）日本の高等教育制度・資格に関する情報提供
（２）東京規約締約国を主とした外国の教育制度・資格

に関する情報提供
（３）諸外国の国内情報センター（NIC）等との連携

（４）各種調査研究



ＮＩＣ専用ウェブサイトの開設

9月1日公開開始

https://www.nicjp.niad.ac.jp



１．日本の教育制度等の情報提供（1）（外国向け）

日本の教育制度や学位等の資格の情報を、

海外向けにわかりやすく発信。

→正しい制度への理解を支援

→日本の資格の適切な評価へ

→日本の資格の国際通用性の確保

→モビリティの活性化に貢献

 基本情報・教育制度の概要

 高等教育機関の種類

 高等教育資格

 高等教育機関への入学

 質保証制度

 学習成果の評価

ウェブサイトの項目

日本語 英語

（例）日本の資格保有者を受
入れる海外の担当者が、資格
審査を行う際に参照

WEB:日本の教育制度情報
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基本情報・
教育制度の概要

日本の教育制度について（ウェブサイト）

高等教育機関の
種類 高等教育資格

高等教育機関への
入学

質保証制度 学習成果の評価
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高等教育機関の種類の説明（ウェブサイト）＜専門職大学の例＞
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高等教育資格の説明（ウェブサイト）＜高専の例＞
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高等教育機関への入学（ウェブサイト）＜大学の編入学、飛び入学の説明＞

英語



１．日本の教育制度等の情報提供(2)（外国向け）

高等教育機関一覧

日本のすべての高等教育機関※を

含むリストを公開。

※東京規約の対象の高等教育機関

→資格審査時の確認が容易に

→ディグリーミルの防止

→日本の高等教育への信用確保

 大学

 大学
 専門職大学
 短期大学
 専門職短期大学
 大学院
 専門職大学院

 高等専門学校

 専門学校

 省庁大学校

ウェブサイトの項目

日本語

英語

（例）日本の資格保有者を受
入れる海外の担当者が、資格
審査を行う際に参照

WEB:高等教育機関一覧



１．日本の教育制度等の情報提供

高等教育機関一覧

日本のすべての高等教育機関※を

含むリストを公開。

※東京規約の対象の高等教育機関

→資格審査時の確認が容易に

→ディグリーミルの防止

→日本の高等教育への信用確保

 大学

 大学
 専門職大学
 短期大学
 専門職短期大学
 大学院
 専門職大学院

 高等専門学校

 専門学校

 省庁大学校

ウェブサイトの項目

日本語

英語

（例）日本の資格保有者を受
入れる海外の担当者が、資格
審査を行う際に参照
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高等教育機関リスト
（ウェブサイト）

＜検索トップ＞

教育機関の種類

所在地

資格の種類

フリーワード
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高等教育機関リスト
（ウェブサイト）

＜検索結果一覧＞

学校名

教育機関の種類

授与資格

所在地
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ウェブサイトの高等教育機関一覧の特徴的なページ画像を一面に貼りつけ

（スライドの複数ページ使ってよいので、高等教育機関一覧のページ数枚の画像を、
階層の順番で入れていください。例、検索、一覧、個別）

クリック

高等教育機関リスト（ウェブサイト）
＜検索結果一覧＞

大学・高専・省庁大学校

認証評価

公式ウェブ

【基本情報】

教育機関の種類

授与する資格

学校名・住所等

<資格情報へ移動>

資格の取得要件

授与機関

標準修業年限

必要単位数

ISCED2011

取得後の進学先

接続可能な資格



15

高等教育機関リスト
（ウェブサイト）

＜検索結果一覧＞

専門学校

【基本情報】

教育機関の種類

授与する資格

学校名・住所

【学校名称変更履
歴】

【学科一覧】

修業年限・授与資格

称号の付与年月

分野・設置年月



日本の高等教育制度や、

質保証制度を紹介。

2019年9月 第3版刊行

１．日本の教育制度等の情報提供（３）

日本語 英語

刊行物：高等教育・質保証システムの概要＜日本＞



諸外国の高等教育制度や、

質保証制度を紹介。

現在14カ国

一部日英二か国語

２．外国の教育制度の情報提供（１）

日本語

英語

刊行物：高等教育・質保証システムの概要＜諸外国＞



２．外国の教育制度等の情報提供（２）

外国の教育関係情報のサイトを

リンク集として整理。＜20カ国＞

→外国の資格審査を支援

→モビリティの活性化に貢献

 ＮＩＣ

 教育担当官庁

 教育制度

 質保証制度

 高等教育機関の一覧

 国家資格枠組み

 大使館

 その他関係機関

ウェブサイトの項目

日本語

（例）外国の資格保有者を受入れる国内の担当者が、資格
審査を行う際に参照

WEB：国・地域別情報



２．外国の教育制度等の情報提供（２）

国・地域別情報＜20カ国＞
ウェブサイトの掲載対象国

【アジア】
インドネシア
スリランカ

タイ
韓国
中国

ネパール
ベトナム
マレーシア
モンゴル
香港
台湾

【大洋州】
オーストラリア

ニュージーランド

【北米】
アメリカ合衆国

【欧州】
イギリス
オランダ
ドイツ
フランス
バチカン

【中東】
トルコ

※下線の国は、東京規約締約国。2019年8月現在
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外国の教育制度情報（例：中国）
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役に立つサイトへのリンク1
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役に立つサイトへのリンク2



問合せ対応

国・地域別情報＜20カ国＞

ユーザーからのお問合せを

ウェブサイトにて受付

ウェブの右下にある「お問合せ」

専用フォームより

 日本の教育制度

 日本の正規の高等教育機関

 外国の教育制度

 東京規約締約国（７か国）

 その他（13か国・地域）

米、英、蘭、仏、独、マレーシア、

インドネシア、タイ、ベトナム、香

港、台湾、ネパール、スリランカ

対応可能な範囲

日本語

WEB:問合せ対応

英語
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お問合せ
（ウェブサイト）

＜お問合せフォーム＞



３．諸外国のＮＩＣ等との連携

・東京規約締約国委員会

・アジア・太平洋ＮＩＣネットワーク

・ＲecoAsiaプロジェクト

イタリアCIMEA来訪東京規約締約国委員会（第1回）



・2013年～2015年

学生移動（モビリティ）に伴い国内外の高等教育機関に必要とされる情報

提供事業の在り方に関する調査

・2017年

・海外のディプロマ・サプリメント（DS）の制度等の調査

・2017年～2018年

・日本の高等教育制度情報調査

・日本の高等教育機関一覧（和・英）調査

・2018年

・日本における外国資格評価の需要等に関する調査

・現在進行中

・諸外国の高等教育制度に関する調査

４．各種調査研究



その他：国際連携事業

・国際連携ウェブサイト
https://www.niad.ac.jp/consolidation/international/

・ メールマガジン（2015年開始）
登録者：1,400名

高等教育の国際的な動向記事のほか、

セミナー、ワークショップなどもお知らせ



ご静聴ありがとうございました。

https://www.nicjp.niad.ac.jp/

https://www.nicjp.niad.ac.jp/
https://www.nicjp.niad.ac.jp/

